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研究成果の概要（和文）：グローバル化や少子高齢化は日本を中心とする東アジアの農業や経済にどのように影
響を及ぼすか、理論的・計量的に検証した。まず、世代重複モデルと一般均衡的成長会計分析モデルを用いたシ
ミュレーション分析により、成人寿命の増加が貯蓄率に重要な影響を及ぼすことや、人口変化が資本蓄積を通じ
て、農業や産業構造に影響を及ぼすことを見出した。また、世界のパネルデータを用いた計量分析により、年齢
構成は、貿易開放度に重要な影響を及ぼし、昨今の急速なグローバル化の進展は、世界的な生産年齢人口の総人
口に占める割合の増加が影響している可能性があることを示した。

研究成果の概要（英文）：We analyzed how globalization and population aging affects agriculture and 
economy in East Asia, including Japan. First, according to simulation analysis using overlapping 
generations model and general equilibrium growth accounting model, we found that an increase in 
adult longevity has an important effect on saving rate and that demographic change influences 
agriculture and industrial structure. Next, we conducted empirical analysis using world panel data 
and found that age structure influence trade openness significantly. It is indicated that recent 
dramatic globalization in the world has been partly caused by an increase in share of working-age 
population in total population.  

研究分野：農業政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本を含む東アジア諸国の農業は、グロー
バル時代の中で強力な競争力が求められる
が、少子高齢化は、定年帰農のように人口が
農村に還流する可能性も持っていると思わ
れる。本研究の構成員は、本科研費申請まで
人口の農業への影響、農業技術進歩や効率性
の性質、日本の地域における農家の農業政策
への意向について予備的な研究を蓄積して
きた。 
 
２．研究の目的 

本研究では、科研メンバーのこれまでの研
究の蓄積を発展させ、最新のマクロ経済理論
を用いて、少子高齢化の農業および地域経済
への影響を明らかにする。また、東アジア諸
国の農業技術進歩・効率性の決定要因を解明
する。さらに、ミクロ経済学的観点より、農
家の農業政策に関する意向の決定要因につ
いて、理論的・計量的に考察する。以上の分
析結果に基づき、少子高齢化・グローバル社
会の中で農業が持続可能な発展をするため
の政策を提言する。 

 
３．研究の方法 

(1)一般均衡モデルを用いたマクロ経済理論

モデルにより、人口変化の農業の重要性への

影響および、今後の農業の重要性への見通し

について、明らかにする。また、そのモデル

に基づき、シミュレーション分析を行い、今

後の東アジアで、農業の重要性がどう変化す

るかの見通しを明らかにする。 

 

(2)東アジアの地域における農業技術進歩・

効率性について、計量分析を行い、農業の技

術進歩や効率性を高めるには、どのような要

因が大きく貢献しているかを、明らかにする。 

 

(3)グローバリゼーション・少子高齢化社会

において、地方の農業・経済がどう対応して

いるのかをミクロデータを用いて分析を行

う。ここでは、特に道の駅に着目して、計量

分析を展開することにした。 
 
４．研究成果 

(1)日本経済発展初期の時代（1880 年）か
ら、石油危機、食糧危機があり、高度経済成
長が終焉した 1970 年初期まで（一般均衡的
成長会計分析モデル使用）、および 1970 年代
初期から高齢化の進展した現在まで（世代重
複モデル使用）の、人口、農業、経済発展の
観点から理論的、計量的な考察を行った。本
研究で、成人寿命の増加が貯蓄率に重要な影
響を及ぼすことや、人口変化が資本蓄積を通
じて、農業や産業構造に影響を及ぼすこと、
農業・非農業技術進歩のプッシュ・プル効果、
人口の技術進歩を通じた経済への貢献等を
見出した。また、人口減少の結果、農業が盛
んになり、地域活性や地域農業に貢献しうる

点を示した。時間の関係からこの研究は日本
だけの分析にとどまったが、日本の後を追っ
て少子高齢化社会に突入している東アジア
諸国に、重要なインプリケーションを導いて
いる。(Yamaguchi and Kinugasa, 2014) 
 
(2）人口変化の貿易への効果に着目し、年齢
構成の貿易開放度（輸出と輸入の和の国内総
生産に対する比率）に対する影響に 。つい
て世界のパネルデータを用いて計量分析を
行った。この研究では、生産年齢人口の割合
が増加すると、貿易開放度が高くなるという
仮説を立てた。従属人口は、教育や医療等の
非貿易財の需要の割合が大きくなるからで
ある。本研究では、1991～2010 年の 85 か国
のパネルデータを用いて、年齢構成の変化の
貿易開放度への影響を推定した。その結果、
生産年齢人口の割合が大きくなると、貿易開
放性が高まり、従属人口の割合が大きくなる
と貿易開放性が低くなることを見出した。そ
の結果から、生産年齢人口の割合は、貿易開
放度を増加させた一要因になることを結論
付けた。(Fukumoto and Kinugasa, 2017) 
 
(3) 2005 年と 2010 年の日本の都道府県のク
ロスセクションデータを使って、どのような
要因が農業所得向上に影響を与えるかにつ
いて考察した。分析結果により農業所得向上
の主要因は、耕作地面積の集積、農林水産予
算、専業農家の拡大の他、農協事業の関与は
大きいものがあることが見出された。特に、
農業者によって組織構成され、今日まで強力
な相互依存関係を築いてきた農協は、営農指
導員による専門的な技能・技術指導あるいは
農業生産過程に不可欠な肥料農薬等の生産
資材の経済事業によって農業生産性の向上
に好影響を与えると同時に所得向上にプラ
ス要因をもたらすことが確認された。（中
下・衣笠,2016） 
 
(4)1991-2005 年の日本 47 都道府県のデータ
を用いて、どのような地域で農家人口 1人当
たりの農業予算が高くなる傾向があるか、ま
た、農業予算や農業生産構造が農業比較優位
性、労働生産性、兼業化、農地かい廃にどの
ような影響を及ぼすか、同時方程式モデルを
用いて計量的に考察を行った。計量分析結果
より、農業予算は、農業シェアが大きい地域
では、農業シェアが低くなるにつれ、低下す
る傾向にあるが、臨界値を超えるとその値が
大きくなる傾向にあることが見出された。ま
た、農業予算は、農業の比較優位性と労働生
産性の増加、兼業化や耕地かい廃拡大を防止
する効果があることがわかった。さらに、広
大な耕地面積は、農業労働生産性を向上させ、
小作料の高い地域は、土地のかい廃が大きい
傾向にあること等が示された。(耿・衣
笠,2014) 
 
 



(5)クラスター分析で中国各省の畜産物生産
の地域区分をし、確率的フロンティア生産関
数（SFA）で技術効率性を計測し，その決定
要因を分析した。クラスター分析より、中国
畜産物生産は大都市地域とその周辺、2 種類
の発展途上地域の 4 地域に分類された。SFA
の結果より，畜産物生産の技術効率性は４地
域で格差があることが示された。所得水準や
市場規模の効率性に対する正の効果，畜産物
生産の規模の負の効果も見出された。 
（姚・衣笠,2017） 
 
(6)大豆は、土地利用型作物として、また水
稲の裏作として、麦作との二毛作の輪作体系
の確立に重要な作物であるが、日本における
大豆の生産性や技術効率、技術変化について
地域別に分析を行い、生産性や技術効率等の
収束を検定しその収束速度を計測した。 大
豆生産の効率性を計測した結果、マルムクイ
スト指数についてみると北海道は安定して
いるが、その他の地域では計測値の変動が大
きく生産が不安定であることがわかった。技
術効率性についても、東海は最高と最低を繰
り返す不安定な状態が明らかになった。技術
進歩は中国の変動が大きいものの、その他の
地域は同様の動きになっていることが明ら
かになった。収束については、パネル単位根
検定の結果からすべての指標で収束するこ
とがわかった。 
 
(7)PFI(民間資金等活用事業)で設立された
道の駅に注目し、アンケート結果から売上高、
駐車数、入場者数、イベント数等の要因間の
関係を、同時方程式モデルにより分析し、各
PFI 道の駅の資料、聞き取り調査等から PFI
での道の駅が成功する場合の政策的要因分
析を行った。特に PFI によって設立された道
の駅に関する分析により、①売上高は、入場
者数が大きくなれば増加する。②入場者数は、
総事業費が大きくなると増加する。③総事業
費は、イベント数が多くなると増大する等が
明らかとなった。そして、具体的な弾力性を
掲示すると、売上高が 1％増加するとイベン
ト数が 1.31％増加、イベント数が 1％増加す
ると総事業費が 0.37％増加、総事業費の 1％
の増加に対して入場者数が 2.67％増加、入場
者数が 1％増加すると売上高が 0.16％増加す
る等の推計結果が得られた。さらに、方程式
における PFIのダミー変数の係数推定値から、
PFI の駅は、売上高を 1億 2637 万円増加させ
るという実際の数値が推計された。(中
川,2017) 
 
  
(8)道の駅の持つ代表的な公益的機能である
防災機能に関しての分析を行った。まず、防
災アンケートからクラスター分析により道
の駅を４類型化し、各類型と売上高等の経営
指標との関係を説明変数としてプロビット
分析、順序プロビット分析を用いて検証した。

道の駅の防災機能に関しては、①PFI での道
の駅が防災には非常に協力的であること。②
イベントを多く行う駅は、防災機能の充実に
協力的である。また、③防災意識が強い駅は、
売上高、イベント数や入場者数が大きく、逆
に、④売上高、総事業費、駐車数、イベント
数や、PFI の道の駅は、防災意識も強いとい
う計測結果が得られた。特に、③と④の分析
結果から、公益的機能である防災機能は、売
上高、入場者数、イベント数等の指標と相互
因果関係にあるということが明らかとなっ
た。(松尾・山口, 2015) 
 
(9)「日本の食料自給率は、長期でみると、
農業の生産要因よりも消費の需要要因によ
り大きく影響を受けやすい政策指標である」
という作業仮説検証を試みた。この仮説を検
証するため、1960 年から 2011 年の期間で食
料自給率変動の要因分解分析を試みた。さら
に需要要因は日本の総人口と一人当たり需
要量、生産要因は作付面積・頭数と単収（作
付面積・頭数当たり生産量）の要因に峻別し
て分析した。主な分析結果は、次の通りであ
る。 
1960年から2011年までの約50年という長

期にわたる食料自給率変化は、生産要因より
も需要要因により大きく影響を受ける品目
数の方が多かった。これは「日本の食料自給
率は、長期でみると、農業の生産要因よりも
消費の需要要因により大きく影響を受けや
すい政策指標である」という作業仮説支持を
示唆する結果と考える。一方、短期でみると、
食料自給率の需要要因と生産要因は、時期区
分ステージごとの時代背景から様々な影響
を受けることが明らかとなった。また、長期
でみなければ、食料自給率に及ぼす人口要因
の重要性は見落とされやすい点も示唆され
た。（廣瀬・赤堀・近藤・澤内・山本,2016） 
 
(10)日本における結婚、出産と、他の社会経
済要因に関する相互依存関係を固定効果を
含む二段階最小二乗法を用いて計量的に分
析した。その結果、結婚している女性が増加
すると出生率が増加することや、男性の経済
状況や男性の親同居率は結婚に負の影響を
及ぼすことを見出した。また、親の資産と親
同居未婚者率との関係は下に凸の 2 次曲線
で表せることを見出した。 つまり、親の資
産が大きい場合と、小さい場合は、親同居未
婚者が高くなる傾向にあることを見出した。
(Yasuda, Kinugasa and Hamori, 
forthcoming) 
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